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CHILD AND ADOLESCENT INJURY PREVENTION
A GLOBAL CALL TO ACTION

Hisako Takahashi

Humpty Dumpty sat on a wall

Humpty Dumpty had a great fall

All the king’s horses and all the king’s men

Couldn’t put Humpty together again.

From Through the Looking Glass by Lewis Carroll
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　全世界では、毎年、数百万人の子どもたちが予防可能な原因で死亡しています。

事故による傷害と暴力が、これらの死亡の重大な原因です。世界保健機関（WHO）

では、2002年の場合、18歳未満の子どもたち約 875,000人が事故による傷害で

死亡したと推定しています。ただし、UNICEFが最近実施した地域ベースによる調

査では、死亡数はこの数値を上回っている可能性が示唆されています。このように、

1歳以上の子どもの死因第１位は傷害となっています。
　

　事故による死亡数が多いことも重大ですが、子どもの傷害はまた、高い罹患率とも関係

しています。傷害で死亡する子ども 1人に対して、数千人以上の子どもたちが、傷害を

理由とするさまざまなレベルの障害をかかえながら生きています。このように傷害は社会

に多大な影響を及ぼしています。毎日、何千所帯もの人たちが傷害で子どもを失い、傷害

の結果、長期的かつ重度の障害を被ることになった何千人もの子どもたちは、これらの障

害に対処する方法を覚えなければならないのです。

　世界的に、事故による子どもの主要死因は交通事故と溺水であり、火傷と転倒がこれに

続いています。残念ながら、暴力と虐待による犠牲者も多く、傷害を受けるのは、貧困家

庭の子どもたちが圧倒的多数を占めています。不慮の事故による子どもの死亡の 95%以

上は、低所得国および中所得国で発生しています。高所得国においても、子どもの傷害傾

向には明確な社会経済的傾向が存在し、高所得層の家庭の子どもたちよりも低所得層の家

庭の子どもたちの方が、傷害を受ける確率が高くなっています。
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● 毎年、875,000人以上の 18歳未満の子どもたちが傷害によって死亡している
● 傷害は、1歳から 18歳までの子どもたちの死因の第１位である
● 傷害による子どもの主要死因は、交通事故と溺水である
● とくに年齢の高い子どもたちの場合、小児虐待や若者の暴力等の意図的な傷害も主な死因となっている
● 非致死的傷害は、年間 1000万人から 3000万人の子どもの生活に影響をおよぼしている
● 貧困家庭の子どもたちは、傷害を受けるリスクが高い
● 多くの傷害は、家庭内においてか、遊んでいる時に発生している
● 大多数の傷害は予防可能である

典拠：WHO Global Burden of Disease project, 2002, Ver. 5
（2002年WHO世界の疾病による負担プロジェクト、第 5版）

人口10万人当たりの傷害死亡率

■■ 5.0-9.9

■■ 10.0-19.9

■■ 20.0-29.9

■■ 30以上
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悲劇的な結果

　子どもを突然亡くした場合、家族と地域は心の傷を負うこ
とになります。このようにして受けた心の傷が癒されるには
数十年の歳月が必要ですが、両親にとっては、決して癒され
ることのない心の傷として残る場合が多いのです。簡単な対
策を講ずることで死亡の直接的な原因となった事故を予防で
きた場合には、遺族はいっそう大きな苦しみに耐えなければ
なりません。
　たとえ、致命的な結果に至らなかった場合でも、重度の傷
害を受けた子どもや障害者となった子どもに必要な医療費や
特別なケアは、親に多大な経済的負担を負わせ、家族や介護
者に現実的かつ精神的な問題を引き起こします。傷害が原因
で親の一人または両親を失った子どもも、大きな打撃を受け
ることになります。

予防可能な健康問題

　子どもの傷害は、純粋な意味での「アクシデント」、または
偶発的出来事ではありません。傷害はある程度予測でき、そ
の多くは予防可能です。
　公衆衛生上の問題として、傷害はもはや放置できないとこ
ろまで深刻化していますが、このような問題は絶対に放置し
てはならないものです。今こそ、傷害は回避できない問題だ
という従来の認識を覆し、世界の傷害死亡率を低下させるた
め、積極的に予防的アプローチを展開しなければなりません。

典拠：WHO Global Burden of Disease project, 2002, Ver. 5
（2002年WHO世界の疾病による負担プロジェクト、第 5版）

1歳から15歳までの子どもの主要死因
（2002年調査に基づく順位）

1 下気道感染症

2 小児期に集団発生する疾患

3 下痢性疾患

4 HIV／ AIDS

5 マラリア

6 交通事故

7 溺水

8 周産期の障害

9 蛋白質・エネルギー不足による栄養失調

10 先天異常

11 火災による火傷

12 結核

13 髄膜炎

14 白血病

15 中毒
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典拠：WHO Global Burden of Disease project, 2002, Ver. 5
（2002年WHO世界の疾病による負担プロジェクト、第 5版）

●男　●女

89,898 55,028

溺水
34,011 39,837

火傷

19,844 15,785

中毒
16,238 14,720

暴力
22,288 14,731

転落

111,497 71,336

交通事故

8,573 6,309

自傷

交通事故
26％

その他＊

28％

溺水　
20％

火傷
10％転落 5％

中毒 5％

自傷 2％

＊呼吸困難、窒息、有毒動物、感電、銃器の事故、
戦争等による死亡などを含む。

暴力4％
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　一般に、傷害は大きく、不慮の事故による傷害（主要原因は交通事故、溺水、火傷、転落）と、
意図的な傷害（意図的な行動としての暴力またはネグレクトの結果発生する傷害）との 2つに分類されま
す。傷害をどちらか一方に分類するのは、容易であるとは限りません。たとえば、階段か
ら転落した子どもと、突き落とされた子どもを識別することが難しい場合があります。ま
た、ネグレクトと虐待を明確に区別することも難しいものです。しかし、交通事故と溺水
だけで致命的傷害の約半分を占めることから、子どもの致命的傷害のほとんど（90%）は
意図的ではないものと推測されています。

その効果的な戦略

　すべての種類の子どもの傷害の発生率を低下させると同時に、傷害の重症度を軽減でき
ると実証されている方法があります。集学的戦略（教育、環境改善、法律を組み合わせたアプローチ）

を使用した予防プログラムは、多くの高所得国において、傷害による死亡率削減にたいへ
ん有効であることが証明されています。たとえば、多くの地域において、スピードの制限、
飲酒運転の取り締まり、チャイルドシートの使用の徹底等の対策を総合的に実施すること
で、交通事故による死亡者数が大幅に減少しています。
　また、煙探知機の普及、法律の変更（子ども用の寝間着には引火性の高い素材の使用を禁止するなど）、
家庭内の給湯温度の制限などによって、火事や火傷で死亡する子どもの数が減少していま
すし、プール等の明らかに危険な場所への接近の制限、井戸への蓋の設置、年長児に対す
る水泳指導などによって、溺水者数も減少しています。家庭訪問や親を対象とした訓練プ
ログラムは、若者の暴力、小児虐待、ネグレクトの予防に役立っています。

国連の子どもの権利条約は、

18歳未満の乳幼児および

青少年を子どもと定義しています。
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医療費やその他の費用の削減

　子どもの傷害を予防することで、医療や保健に関する経済的負担が大幅に削減されます。
また、傷害予防のためにさまざまな介入策を導入する費用は、傷害によって発生するすべ
ての費用よりも非常に少ない場合が多くなっています。したがって、傷害予防策は非常に
費用対効果の高い公衆衛生戦略だといえるのです。
　多くの高所得国では、傷害予防による経済的利益がすでに証明されています。一例を挙
げると、米国では、チャイルドシートに支払われる費用 1ドルにつき、直接的および間
接的医療費とその他の社会的コスト 32ドル分の節約につながっています。

推進すべき取り組み

　いくつかの低・中所得国では、傷害予防の取り組みが推進されていますが、さらに積極
的な活動を展開する必要があります。高所得国で現在用いられている介入策の多くは、低
所得や中所得の状況下では検証されていませんし、一部の対策の開発や評価はまだ完了し
ていません。
　その一方で、すべてのエビデンス（根拠）が明らかとなり、利用可能となってから行動
を起こすのでは遅すぎるのです。実証済みの傷害予防対策が実行されていないため、死亡
に至るはずのなかった子どもが年間数十万件も死亡しているのですから。

総合的な協力体制

　子どもの傷害を予防するには、国と地域の両方が協力し、多数の部門が参加することが
必要です。その場合、各国の保健省や教育省が重要な役割を果たすことになりますが、傷
害の予防を実現するには、その他の部門（治安、社会福祉、消費者製品デザイン、輸送、住宅、都市開
発を担当する部門）の投入も不可欠です。非政府組織（NGO）や学識経験者によってなされる作
業もあります。そして、親は自分の子どもの安全確保に対して特別な責任を負うということ
も、忘れてはなりません。
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世界保健総会決議

　保健相の年次会議である世界保健総会は、暴力と保健に関する世界報告および
交通事故関連の傷害予防に関する世界報告の勧告事項を実施するように求めてい
ます。これらの実施に際しては、Resolution WHA 56.24 on Implementing 

the Recommendations of the World Report on Violence and Health 

（2003）（暴力と保健に関する世界報告の勧告事項を実施するためのWHA決議 56.24）、Resolution 

A/RES/58/289 on Improving Global Road Safety （2004）（世界の道路における安全性

の改善に関する決議 A/RES/58/289）等の複数の総会決議事項に準拠します。これらのイニ
シアチブの多くに、子どもを対象に定めた項目が含まれています。

子どもの権利

　1989年の国連の子どもの権利条約によって、出生時から 18歳までの子どもの
尊厳と子どもの権利について、新しい考え方が導入されました。同条約には、社
会の責任において、子どもを保護し、子どもからの働きかけに基づいて可能な
限り適切な支援とサービスを提供しなければならないことが明記されています。
192ヶ国によって批准された同条約では、子どもには、達成可能な最高水準の健
康と、傷害や暴力を受けることのない安全な環境が保障される権利があると認め
られています。

子どもが生きていくこと

　ベラージョ子どもの生存研究グループ（Bellagio Child Survival Study Group）は、子
どもが生きていくことが、21世紀における最も差し迫った倫理的問題だと指摘し
ています。同研究グループは、子どもが生きていくことの要因と対策について次
のように述べています。「世界レベル、および国家レベルにおいて政策および財政
の大規模な改革をおこなわなければ、年間に数百万人の子どもたちが不必要に死
亡することになる。もうこれ以上待つことはできない。知識を実行に移さなけれ
ばならない」。子どもの傷害予防を子どもが生きていくための戦略に含めることは、
これまでのエビデンスによって、十分に妥当であると証明されています。
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ミレニアム開発目標

　2000年、国連は、2015年までに 5歳未満の乳幼児の死亡者数約 1100万人を
2/3に削減することを決議しました（ミレニアム開発目標 4）。1歳以上の乳幼児の死因
第１位である傷害と暴力を減少させることは、この目標を達成する上でとくに重
要です。

子どもの傷害および死亡の削減に向けて

　WHOと UNICEFは、子どもの傷害予防に関し、より高いレベルの活動を展開
しています。この活動の一環として、子どもの傷害予防についての世界報告書が
作成され、5～10年間にわたる傷害予防世界戦略が策定されました。同報告書では、
各国が導入して手本とすることができる具体策を紹介すると同時に、子どもの傷
害のパターンについて世界の実情を述べています。このすばらしい報告書をきっ
かけに、各国で行動が展開されることになるでしょう。その活動は、本冊子の作
成に協力いただいた組織をはじめとする、子どもの事故による傷害予防団体によっ
て展開されます＊。

＊全参加組織の一覧表については表紙裏ページを参照。

子どもが生きやすい世界

　2002年 5月、国連総会で、子どもに関する特別セッションが開催され
ました。「A world fit for children」と題された総括報告書には、子ど
ものための一連の目標が明記されています。行動計画に盛り込まれた特別
目標のひとつに、世界のコミュニティが、「適切な予防策の開発と実施に
より、事故やその他の原因による子どもの傷害を減らすこと」があげられ
ています。
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行動目標

■　問題となっている対象集団における認識の向上と、可能な解決法の導入
■　傷害に関する研究および介入の実施
■　子どもの傷害にともなう健康面への影響についての情報を集積したデータベースの作成
■　傷害予防のための国家政策策定用ガイドラインの開発
■　傷害、障害、傷害死亡による経済的および社会的損失を評価するためのガイドラインの開発
■　傷害予防の適切な具体例（最優良事例）の文書化
■　能力開発プログラムの支援
　　・公衆衛生担当者のための訓練マニュアルの作成
　　・多くの低・中所得の参加国で実施されている傷害予防の取り組みへの支援提供

傷害予防──子どもに特別な配慮が必要な理由

子どもたちを傷害と暴力から保護しなければならない理由は、
以下のようなものです。
　
■　大人と比較すると、子どもの方が身体に加えられた力に対して脆弱である
■　子どもたちは、大人のために設計された世界のなかで生活しており、多くの
　　状況において予想される危険性や、多くの製品に関して予想される有害な作
　　用をつねに判断できるとは限らない
■　子どもは、健康と安全な環境に対して平等な権利を有している
■　子どもを保護することは、我々の社会の経済的利益である
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子どもの傷害予防をあなたの重要テーマに加えてください。
WHOと UNICEFは以下のような協力を促しています。

■　国家において優先すべき公衆衛生上の問題として、子どもの傷害予防を支援する
■　子どもの傷害に関する研究と予防が実施できるように、適切なリソースを確保する
■　子どもの傷害予防を国および地域レベルの政策、戦略、法律に組み入れる
■　保健を担当する省庁に、子どもの傷害を専門とする拠点を設置する

世界戦略を支える

　子どもの傷害予防の世界戦略を開発・実施するために、外部からの支援を歓迎しま
す。そのような支援は世界戦略を普及させ、その影響力を強化するのに役立つでしょう。
UNICEFとWHOは、公的組織、民間団体、非営利団体がこの戦略を共有し、その責任
を分かち合うことを要請します。これらの組織の協力は、より効果的な活動につながると
確信しています。

以下の項目については特別な支援が必要です

■　データの収集と分析
■　低・中所得国の参加の推進
■　国内の拠点を結ぶネットワークの確立
■　専門家会議
■　宣伝活動と活動推進キャンペーン
■　戦略の実施

以下の活動によってWHO/UNICEFイニシアチブへの協力が可能です
■　低・中所得国と高所得国との間に連携関係を築くこと
■　WHOや UNICEFとの協力関係を強化すること
■　既存の NGOおよび官民合同組織とともに活動すること
■　国際支援の国家プログラムにこの目標を加えること
■　各種の自発的な寄付をおこなうこと
■　専門的支援を提供すること
■　政治的支援に役立てること
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■ 毎日、多くの子どもたちが事故による傷害や暴力で不必要に死亡しています

■ 発展途上国において、この問題はとくに深刻です

■ 事故による傷害と暴力は予防可能です

■ この問題への取り組みを推進するには、政治的な関与とリソースが必要です
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